
　 1         産業連関表の仕組みと見方

　埼玉県では、国や他都道府県と同様におおむね 5
年ごとに産業連関表を作成し、2020 年 3 月に公表さ
れた最新版「平成 27 年埼玉県産業連関表」では、13
部門、37 部門、107 部門、187 部門の表が公表され
ている。次回の令和 2 年表は 2025 年に公表予定だ。
　下表は、13 部門表をさらに第 1 次産業、第 2 次産業、
第 3 次産業に簡略化した 3 部門表となる。（図 1）

　特定の国や地域の、一定期間（通常は 1 年間）における財・サービスの取り引きを一覧表にした産業連関表
では、財・サービスが各産業間でどのように生産され、どのように販売されたのか、行列（マトリックス）の
形で把握することができる。この仕組みを利用すれば、ある産業に新たな需要が発生もしくは消滅した際に、
どのような形で各産業に影響していくかを算出することもでき、多くの行政機関や調査機関、研究者らによっ
て広く活用されている。
　本稿では、地域経済分析の入り口として、産業連関表から読み取れる基礎データや地域経済の構造などにつ
いて、その仕組みや見方を含め今号と次号の 2 回にわたって解説する。

料・サービスを購入し、1,277 億円の雇用者所得や
営業余剰を生み出し、生産を行ったことが分かる。
　ヨコ方向に見ると、ある産業（行）の生産物がど
の産業（列）にどれだけ売ったか（中間需要）や県
内の消費や投資、県外（外国も含む）の需要に対し
てどれだけ生産物を売ったか（移輸出）（最終需要）や、
逆に県外（外国も含む）からどれだけ買ったか（移
輸入）が分かる。
　第 1 次産業では、原材料等として、第 1 次産業に
212 億円、第 2 次産業に 2,321 億円、第 3 次産業に
638 億円売ったことが分かる（中間需要 3,171 億円）。
また、消費に 2,321 億円、投資に 26 億円、移輸出 ( 県
外へ ) に 1,197 億円が売ったことが分かる（最終需
要 3,544 億円）。中間需要と最終需要を合わせたもの
が総需要（6,714 億円）となり、県内生産額（2,421
億円）に移輸入（県外・海外からの供給分、4,294 億円）
を加えた総供給（6,714 億円）は必ず総需要と一致
している。

　まず表をタテ方向に見ると、ある産業（列）が財・
サービスを生産するのに必要な原材料等を、どの産
業（行）からどれだけ買ったか（中間投入）や、生
産活動をするうえでの賃金（雇用者所得）をどれだ
け支払ったか、利潤（営業余剰）をどれだけ得たか（粗
付加価値）などが分かる。
　第 1 次産業では、県内生産額 2,421 億円の生産物
を生産するのに、第 1 次産業から 212 億円、第 2 次
産業から 482 億円、第 3 次産業から 449 億円の原材

　産業連関表は、「県内」概念で作成されているため、
生産活動は、県民が行った生産（県民概念）ではなく、
県内で行われた生産（県内概念）が示されている。
　ただし、最終需要項目の家計消費支出部門は、「県
民」概念で構成されており、県民が消費した額が示
されている。その他の部分は県内概念であるため、
埼玉県以外の都道府県民が県内で消費した額を移輸
出、県民が県外で消費した額を移輸入として計上す
ることで調整されている。

      2　   生産額の産業別構成と増減を把握する

　生産額を過去の産業連関表と比較すると、生産額
の増減が把握できる。平成 27 年の県内生産額の産業
別構成を 13 部門分類で見ると、最も割合が高いの
は製造業 29.9％（12 兆 918 億円）、次いでサービス
24.6％（9 兆 9,683 億円）、不動産 11.8％（4 兆 7,571
億円）の順となった。20 年前（平成 7 年）との比較
を見ると、4 割近くを占めていた製造業の構成比は
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図 1: 平成 27 年埼玉県産業連関表（3 部門表）

図 2: 産業別の県内生産額推移と伸び率、構成比

※単位未満を四捨五入しているため、内訳の計は、合計と一致しない場合がある。

出所：埼玉県ホームページ「平成 27 年産業連関表　利用の手引き」 出所：埼玉県「平成 7 年 産業連関表」「平成 27 年 産業連関表」をもとに作成
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料・サービスを購入し、1,277 億円の雇用者所得や
営業余剰を生み出し、生産を行ったことが分かる。
　ヨコ方向に見ると、ある産業（行）の生産物がど
の産業（列）にどれだけ売ったか（中間需要）や県
内の消費や投資、県外（外国も含む）の需要に対し
てどれだけ生産物を売ったか（移輸出）（最終需要）や、
逆に県外（外国も含む）からどれだけ買ったか（移
輸入）が分かる。
　第 1 次産業では、原材料等として、第 1 次産業に
212 億円、第 2 次産業に 2,321 億円、第 3 次産業に
638 億円売ったことが分かる（中間需要 3,171 億円）。
また、消費に 2,321 億円、投資に 26 億円、移輸出 ( 県
外へ ) に 1,197 億円が売ったことが分かる（最終需
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産活動をするうえでの賃金（雇用者所得）をどれだ
け支払ったか、利潤（営業余剰）をどれだけ得たか（粗
付加価値）などが分かる。
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を生産するのに、第 1 次産業から 212 億円、第 2 次
産業から 482 億円、第 3 次産業から 449 億円の原材

　産業連関表は、「県内」概念で作成されているため、
生産活動は、県民が行った生産（県民概念）ではなく、
県内で行われた生産（県内概念）が示されている。
　ただし、最終需要項目の家計消費支出部門は、「県
民」概念で構成されており、県民が消費した額が示
されている。その他の部分は県内概念であるため、
埼玉県以外の都道府県民が県内で消費した額を移輸
出、県民が県外で消費した額を移輸入として計上す
ることで調整されている。

      2　   生産額の産業別構成と増減を把握する

　生産額を過去の産業連関表と比較すると、生産額
の増減が把握できる。平成 27 年の県内生産額の産業
別構成を 13 部門分類で見ると、最も割合が高いの
は製造業 29.9％（12 兆 918 億円）、次いでサービス
24.6％（9 兆 9,683 億円）、不動産 11.8％（4 兆 7,571
億円）の順となった。20 年前（平成 7 年）との比較
を見ると、4 割近くを占めていた製造業の構成比は
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図 1: 平成 27 年埼玉県産業連関表（3 部門表）

図 2: 産業別の県内生産額推移と伸び率、構成比
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30％を下回る一方、サービスは生産額が3兆円強増え、
構成比は 20％を上回っている。（図 2）
　国内全体との比較を見ると、県内ではこの 20 年間
で商業が 28.7％増加した一方、国内全体では 6.7％減
少している点は傾向が異なる。また、県内、国内とも
に通信・放送の伸び率はもっとも大きいものの、増加
幅は県内 107.4％増に対し、国内 238.5％増と大きな
開きがあることが分かる。（図 3）　
　産業連関表で生産額推移を把握するうえでの留意点
は、この生産額が中間投入と粗付加価値の合計である
ということ。生産額は中間投入が増えても、粗付加価
値が増えても増加する。例えば、燃料費等が高騰して
中間投入が増えても生産額は増加し、雇用者所得が増
加して粗付加価値が増えても生産額は増加する。また、
県内生産額は、県内総生産 (GDP) とは異なる。県内総
生産は付加価値の総額を意味するため、産業連関表で
は粗付加価値部門に近いといえる。

      3         生産額の産業別構成と特化係数を把握する

　生産額を国内の産業連関表と比較すると、県の産業
構造がどの分野に偏っているかを把握することができ
る。産業別構成比を 37 部門分類で見ると、県内でもっ
とも割合が高いのは不動産 11.8％（4 兆 7,571 億円）
で、商業 9.5％（3 兆 8,572 億円）、医療・福祉 7.3％（2
兆 9,454 億円）がこれに続いている。
　産業別特化係数を見ると、その他の製造工業製品
2.28、廃棄物処理 1.57、非鉄金属 1.51 などが全国水
準（特化係数＝ 1）を大きく上回っている。一方、石
油・石炭製品 0.05、鉄鋼 0.20、農林漁業 0.47 などは
全国水準を下回っていることが分かる。（図 4） 

◇　　　　　◇　　　　　◇
　このように実額表示された産業連関表を過去と比
較したり、係数化したりするだけで、実額表示だけ
では見えにくい経済の変化、方向性、特徴などを読
み解くことができる。
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図 3: 産業別の国内生産額推移と伸び率、構成比 図 4: 産業別（37 部門）の生産額と特化係数

出所：総務省「平成 7 年 産業連関表」「平成 27 年 産業連関表」をもとに作成

出所：埼玉県「平成 27 年 産業連関表」、総務省「平成 27 年 産業連関表」をもとに作成
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30％を下回る一方、サービスは生産額が3兆円強増え、
構成比は 20％を上回っている。（図 2）
　国内全体との比較を見ると、県内ではこの 20 年間
で商業が 28.7％増加した一方、国内全体では 6.7％減
少している点は傾向が異なる。また、県内、国内とも
に通信・放送の伸び率はもっとも大きいものの、増加
幅は県内 107.4％増に対し、国内 238.5％増と大きな
開きがあることが分かる。（図 3）　
　産業連関表で生産額推移を把握するうえでの留意点
は、この生産額が中間投入と粗付加価値の合計である
ということ。生産額は中間投入が増えても、粗付加価
値が増えても増加する。例えば、燃料費等が高騰して
中間投入が増えても生産額は増加し、雇用者所得が増
加して粗付加価値が増えても生産額は増加する。また、
県内生産額は、県内総生産 (GDP) とは異なる。県内総
生産は付加価値の総額を意味するため、産業連関表で
は粗付加価値部門に近いといえる。

      3         生産額の産業別構成と特化係数を把握する

　生産額を国内の産業連関表と比較すると、県の産業
構造がどの分野に偏っているかを把握することができ
る。産業別構成比を 37 部門分類で見ると、県内でもっ
とも割合が高いのは不動産 11.8％（4 兆 7,571 億円）
で、商業 9.5％（3 兆 8,572 億円）、医療・福祉 7.3％（2
兆 9,454 億円）がこれに続いている。
　産業別特化係数を見ると、その他の製造工業製品
2.28、廃棄物処理 1.57、非鉄金属 1.51 などが全国水
準（特化係数＝ 1）を大きく上回っている。一方、石
油・石炭製品 0.05、鉄鋼 0.20、農林漁業 0.47 などは
全国水準を下回っていることが分かる。（図 4） 

◇　　　　　◇　　　　　◇
　このように実額表示された産業連関表を過去と比
較したり、係数化したりするだけで、実額表示だけ
では見えにくい経済の変化、方向性、特徴などを読
み解くことができる。
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図 3: 産業別の国内生産額推移と伸び率、構成比 図 4: 産業別（37 部門）の生産額と特化係数

出所：総務省「平成 7 年 産業連関表」「平成 27 年 産業連関表」をもとに作成

出所：埼玉県「平成 27 年 産業連関表」、総務省「平成 27 年 産業連関表」をもとに作成
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